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安倍首相の退陣で改憲に向けた流れは緩んだかに見えます。しかし、今国会は、まぎれもなく「憲法国会」です。最大の焦点が、自衛隊の海外派兵恒久法と地続きの、新たな「テロ特措法」だからです。改憲勢力は参議院選挙後、明文改憲が困難と見て、解釈改憲で憲法９条破壊の道を開こうとしています。国民がこの国会で新法を阻止するなら、改憲勢力は当分、策動の余地を失うことになります。２５日の憲法会議担当常幹は、改めて憲法会議が出番の今日の情勢を確認し、全力をあげる決意を新たにしました。











高知憲法会議が行動


  「テロ特措法の延長を許さず、アメリカ言いなりの政治に終止符を打つ絶好のチャンス」と位置付け、９月２６日には、他団体とともに昼休み集会・街宣を行い、引き続き運動強化をめざしています。





  １０・１０　街頭署名


  １０・１６　共同集会





全労連女性部１００筆チャレ


ンジャー１万人募集！


  全労連５００万署名の提起を受けて､女性部は総会で、その先頭にたつことを意思統一。東京土建のチャレンジャーキャップ運動を参考に、その名も１００筆チャレンジャー。期待が高まっています。





《読売（９・２７）》


自衛隊が給油活動を続けることに


・賛成　　　４６．９　反対　３９．７


・答えない　１３．４


《時事通信（９・１６）》


・（テロ特）を延長すべし　１３．０　　


・やむなし　３６．１　反対　３５．３


《朝日（９・１４）》


インド洋で自衛隊が活動を続けることに


・賛成　３５　　　反対　４５


《朝日（８・２７、２８）》


テロ特措法延長・賛成３５％　反対５３％


■自公連立政権合意（９・２５）


【外交・安全保障】強固な日米同盟と国連中心主義を踏まえ、積極的な「アジア重視の外交」を展開する。国際社会と協力して「テロとの戦い」を継続することを確認し、今国会において、海上自衛隊による対テロ抑止活動を引き続き可能とするための法整備を行う。








